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1　世界経済と国際経済
　現在の世界経済を理論の対象として研究しようとする場合，その特徴を把握する方法として，その
体制の変化を問題とする揚合がある。すなわち，資本主義世界経済体制の変化としての植民地体制の
崩壊という場合などが，それである。世界経済という概念は，総体としての世界資本主義を把握する
ことの必要性，それを経済学の理論体系のなかで位置づけるべきだとの認識から生成されたものであ
り，世界経済という概念の成立には，その概念を必要とする経済学理論の体系の存在が前提となって
いる。
　さしあたって，体制を問題にしたのは，まさに，世界経済という概念と結びついてはじめて，体制
が，経済学理論体系の固有の意義が与えられることになるからである。換言すれば，世界経済体制と
いう場合，それは，ブレトンウッヅ体制とか，IMF・GATT体制とか，いう場合に用いられてい
る体制とは，およそ，そのもつ意味内容は，大きく異っていると考えられるからである。
　世界経済体制という概念は成立しえても，国際経済体制ということはありえない。かりに用いられ
ているとしても，その揚合の体制は本質的に内容を異にするであろう。すなわち，後者の場合には，
現実に存在するシステムに対して，機能的な意味で用いられた，便宜的な用語法ということができよ
う。世界経済体制の場合には，グローバルな総体としてのまさに世界経済像を対象としており，その
総体，つまり資本主義世界経済の総体としての構造的特質が問われているとき，そこで世界経済体制
が登場するのであり，概念として成立することとなる。したがって，世界経済体制の用語法において
は，まさに世界経済としての概念の経済学体系上の意義が明確になっていなければならない。
　マルクスはその経済学体系を，いくつかのプランとしてのこしていて，資本論につづく後半の体系
において，世界経済論の課題が，論じられる予定であったことが確認されている（1）。したがって，わ
れわれは，マルクスのプラン，すなわち経済学体系プラン，およびマルクスの経済学に関する諸研究，
とくに「資本論」にも依拠して，世界経済論，さらに世界経済学における諸概念についての研究を深
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めることができると考えるのである。
　この問題に関してマルクスが，自分で公刊したものとしては，「経済学批判」の序言がある。そこ
ではつぎのようにのべている。
　「私は，ブルジョア経済の体制を，つぎの順序で，すなわち，資本，土地所有，賃労働，それから
（訳注）国家，外国貿易，世界市場，の順序で，考察する。はじめの三項では，私はブルジョア社会が
わかれている三大階級の経済的生活諸条件を研究する。他の三項の関連はおのずからあきらかであ
る。…………一……・……・・…………・……………（略）一一・・………・………・…・………’……°………………
　　（訳注……この「それから」は原文で他の項目の区切りがコンマになっているのにたいし，ここだけセミコロ
　ンになっているので，それを訳文のうえにあらわしたものである。）……」（2）
　ここでは，「それから」ということばを入れることによって，いわゆる後半体系の部分をよりはっ
きりと分割しているということができる。マルクス自身も，三大階級の経済的生活諸条件の研究とし
て，前半体系を説明することによって，後半の体系との相違をも説明している。かくて後半体系は前
半体系とは，その論理次元を異にするものとしてとらえられているのである。すなわち，「マルクス
にとって，もともとrブルジョア経済の体制を構成する諸範疇』の研究にあたっては，それらの諸範
疇がすべて同じ比重をもって考えられていたわけではなく，はじめのr資本，土地所有，賃労働』の
三項目は，rブルジョア社会の内部的仕組みをなし，また基本的諸階級が存立する基礎となっている
諸範疇』であり，r本来の経済学の基礎の展開をふくむ』ものとされていた」（3）。
　したがって，後半の体系は，前半体系を前提としながら，その論理的上向によって展開されるべき
ものと考えられる。いわゆる後半体系と考えられる部分について，ここでは，「国家，外国貿易世界
市場」といった三つの項目しか示されていない。そこで，この後半体系の全体像をよりくわしく把握
するために，マルクスが「経済学批判」の序言で，「すでに概略を書きあげた一般的序説をここに省
略する。」とのべている序説をとりあげてみよう。その序説のなかで，マルクスはつぎのようにのべ
ている。
　「〔経済学〕の篇別はあきらかにつぎのようにされるべきである。L一般的・抽象的諸規定，した
がってそれらは多かれすくなかれすべての社会的諸形態に通じるが，それもすでに説明した意味でで
ある。2．ブルジョア社会の内部的仕組みをなし，また基本的諸階級が存立する基礎となっている諸
範疇。資本，賃労働，土地所有。それら相互の関係。都市と農村。三大社会階級。これら諸階級問の
交換。流通。（私的）信用制度。3．ブルジョア社会の国家の形態での総括。それ自体との関係で考察
すること。「不生産的」諸階級。租税。国債。公信用。人口。植民地。移住。4．生産の国際的関係。
国際的分業。国際的交換。輸出入。為替相場。5．世界市場と恐慌。」（4）
　この序説の目付は，1857年となっているから，経済学批判序文（1859年）の2年前であり，序言で
示した項目はこの序説の内容を前提にして，それを要約的に示したものと考えられる。すなわち，項
目としては，3から5の世界市揚と恐慌，までのすべての項目を，国家，外国貿易，世界市揚，とい
う各々の大項目のみをとりあげ，提示したということができよう。したがって，それぞれは，序説で
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の小項目を含む，特定の内容をもった経済学上の概念として把握しておく必要がある。
　すなわち，国家は，前半体系を前提とした「ブルジョア社会の国家形態での総括」である。ブルジ
ョア社会の内的編制を国家形態で総括したのちに，租税，国債，公信用，人口，植民地，移住といっ
た項目が考察されうることが示されている。ところで，国家で総括されたブルジョア社会は，諸国家
としては存在することになり，前半体系で考察された諸範疇は，諸国家間の関係のもとにおいて，あ
らためて研究の対象とされなければならないのである。したがって，国家形態において総括されると
いうことは，論理必然的に，国家を通じての，国家形態を媒介にしての，または国家の運動という形
態をとっての資本の内的諸関係の展開過程として存在することになる。
　マルクスは，このことを念頭においていたのであろう。他の研究ノートにおいては，「外部へむか
う国家」といった項目をあげている（5）。だから，国家は，資本主義的性格の国家として他の国家との
諸関係を形成することになり，資本主義世界市揚の諸関係は，このような性格をもった諸国家形態の
諸関係という国際的関係として認識されることとなる。
　こうして，4の部分にあげられた諸項目が，国家間の関係においてとりあげられ，論じられること
になる㈹。ここでは，国際経済論と考えられる諸問題がとりあげられることになっている。すなわ
ち，かつてマルクスは「資本論」の冒頭で，「諸社会」（7）といって把握されていた資本主義の世界は，
現実には諸国家群となって，つまり国家形態をとってあらわれているのだから，それらの経済的諸関
係ということの総体としてまつ資本主義世界に対する考察がはじめられることとなる。そしてこれら
の考察ののちに世界経済への老察がはじめて可能となるという意味で，つぎの5の項目，すなわち，
世界市場と恐慌が与えられている。
　「資本制的生産の現実態は，これまでみてきたように，資本の論理によって編成された。内部的に
は各国および各国諸部門の不均等発展を含む。そして各国ごとに階級編成を異にする，諸国民経済の
複合体として存在している。資本制的生産の現実態は，こうした「内部編成」をもったものであると
はいえ，それも，資本制的生産である以上，この「近代的生活過程」の支配を免れることはできない。
それは，当然，世界的スケールで景気変動を繰り返しつつ発展を遂げてゆくとしなければならない。
マルクスが「世界市場（と）恐慌」において表象していたものは，まさに，こうした世界的なスケー
ルでの景気変動とその一局面としての恐慌であったと考えられる。」（8）
　4の項目までは，各国家をとおして，国民経済が，諸資本の運動の枠組みとしてあたえられていて，
各範疇もまた，国民的形態をとってあらわれている。しかし，世界市場においては，各々が全体とし
ての世界経済的特徴をつくりだしている。産業資本主義の段階においては，その運動の特徴を最も典
型的に表現しているものが，世界市揚恐慌であった。世界市揚恐慌を通して，諸資本の運動の総体の
特質が，現実に表わされていたのである。そして，その恐慌という形態における世界的規模での諸資
本の運動の総体は，一様の姿態転換をもたらすのではなく，世界資本主義の発展にともない変化して
いくのであり，その変化を通して資本主義の総体の特徴を様々に表現していくことになったのである。
　このようにして，国際経済の領域において考察されるべき対象と，世界経済のそれとは，対象その
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ものが本質的に異ったものとして，理論上区別を明確にしておくことが必要であり，体制なる用語を
使用する場合においても，本質的な区別をしておかなければならない。そこで，項を改めて，新国際
経済秩序の提起した課題を，国際経済論的領域の課題として位置づけ，整理しておきたい。しかるの
ちこのような課題が，世界経済体制の変化とどのように関連しあうものであるかをつぎに考察してお
きたいと思うのである。換言すれば，，第2次大戦後植民地体制の崩壊によって資本主義世界経済体制
は大きく変ったといわれるのであるが，それはどのような変化であったのか，そしてまた1970年代以
後も世界経済体制には変化はおきていないのか，または新国際経済秩序はこの体制の変革をも課題に
しているのか順次考察を加えておきたい。
H　新国際経済秩序の提起した課題
　1974年4月，資源問題にかんする国連特別総会において，「新国際経済秩序の樹立に関する宣言」
および「同行動計画」が採択された。ここでのべられている新国際経済秩序というのは，現在の国際
経済秩序に対する「根本的変革である。」（9）とされてはいるが，資本主義そのものの否定を目的とする
ものではない。
　資本主義がつくりあげてきた国際経済関係の現在の存在形態ないしは現在の国際経済秩序との関係
でその根本的変革の意味を検討してみよう。
　この決議を採択した第6回特別総会は，資源問題のために開かれたものであった。したがって，新
国際経済秩序の中心テーマも資源に関する恒久主権問題となっている。宣言のなかでは，つぎのよう
にのべている。
　「あらゆる国の天然資源と全経済活動に対する完全な恒久主権，その天然資源を保護するため，い
ずれの国も国有化および所有権をその国民に移転する権利を含み，天然資源に対する効果的な管理お
よび自国の状況にふさわしい手段によりその開発を行う権利を有する。この権利は国家の完全なる恒
久主権の表現にほかならない。いかなる国もこの不可譲な権利の自由かつ完全な行使を妨げる経済的
・政治的，その他いかなる形の強制もうけることはない。」（1°）
　ここでは，天然資源にかんする恒久主権の内容が，所有，管理，保護，開発にわたって示され，そ
のすべてにわたって主権の確立がなされねばならないことが宣言されている。これはUNCTADの
第1回総会で示された「国際貿易の一般原則」における「天然資源にかんする恒久主権の尊重」（11）と
いう表現にくらべると大きな前進である。新しい国際経済秩序における世界経済像はこれを柱になり
たっている。かつてUNCTADの成立に際し，吉村氏は，「世界経済の転換期のはじまり」と把え
たのであるが（12），この資源ナショナリズムは，それをおしすすめる大きなカのあらわれとみることが
できる。
　産業資本主義以来，資源を保有する国が，資源の貿易を通じて，その国の利益が損われ，主権が否
定され，資本主義の発展の犠牲になっているという事実を，はじめてこのNIEOの宣言のなかで主
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張し，その主権の確立を宣言した。
　資源，より広く一次産品貿易といってもよいが，この貿易は，資本主義の発展にとって不可欠なも
ので，原料貿易として発展してきた。ところが，の貿易においては，原料輸出国の利益は，植民地領
有のもとにあって，全く国家的利益保護，国家間経済関係の外にあって，資本主義諸国間共通の利益
に従属・支配されるものとしてしか，国際的諸関係の上には登場してこなかったのである。
　資本主義の発展とともに登場した最初の国際経済秩序は，パックス・ブリタニカとよばれている。
この国際経済秩序は，イギリスが中心となっていて，ポンド・スターリングが国際貿易の決済通貨と
なっているように，まつイギリスの利益が実現することになってはいるが，しかし，当時のイギリス
の国際収支構造にみられるように，その他各国の利益も実現しているところに秩序維持の原理があら
われている（13）。
　すなわち，当時のイギリスの国際収支は多額の黒字をうみだしてイギリスへの富の流入をもたらし
ていたが，貿易収支においては，輸入超過となって，ポンド・スターリングの海外への流出がおこり，
充分な国際流動性の世界市場への供給がおこなわれていたことを示している。したがって，貿易を通
じて，アメリカやヨーロッパ諸国が収入を得ていたこと，貿易の拡大が，自国の利益の増加であるこ
とが国際収支構造によって示されていたのであり，パックス・ブリタニカのもとで世界貿易の拡大が
実現していったのである。
　このようにパックス・ブリタニカとして確立していた当時の国際経済秩序は，資本主義諸国の共通
の利益の実現と，資本主義諸国間の経済的諸関係を通しての諸国経済の発展を促進するものであっ
た。そして，このような国際間の秩序や関係は，その後再びパックス・アメリカーナとして実現した
ということができる。
　パックス・ブリタニカからパックス・アメリカーナへの移行の間には，世界市場の分断と世界戦争
の時期をはさんでいる。各資本主義諸国の間に共通の利益は消滅し，各国の利益が対立し，それを調
整する秩序はついにみいだされず，戦争へと進んでいったのである。パックス・ブリタニカの後期に
おいては，イギリスの国際収支の黒字は植民地領有による収益によって維持された。この植民地領有
への依存の深化は，各先進諸国間の矛盾を強化し，自らがこの秩序の基盤をほりくずし，パックス・
ブリタニカによるイギリスの追求は，各国間の矛盾を深化することになり，パックス・ブリタニカは
対立を深めるものに転化してしまったのである。
　このような国際関係の根本的変化は，世界経済体制の新たな段階への胎動を醸成していたのであ
り，世界市揚の統一性の崩壊とともに，それは現実のものとなったのである。こうして資源所有（国）
の主権や利益をかえりみられないまま資本主義的国際経済秩序は再編成へとむかった。
皿　帝国主義の時期の世界経済体制
パックス・ブリタニカの崩壊は，単なる国際経済秩序の再編成にとどまらず，資本主義世界経済の
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体制変革，ないしは世界資本主義の新たな発展段階の出現をともなうものであった。資本主義生産の
内的編成の変化がおこっていること，そしてそのことの結果として，その世界経済体制の新しい段階
への移行がおこっていること，このことを体系的に説きあかしたところに，レーニン「帝国主義論」
の意義があった。
　rr帝国主義論』は，事実上，われわれのいう「後半体系（二世界経済論）」を前提し、その基礎上
に，いわゆる帝国主義段階の資本制的生産の諸特徴を明らかにした著作となっているように思われ
る。このことは彼がr帝国主義論』の「基本的任務は……世界資本主義経済の総括的様相が，20世紀
の初頭に。すなわち最初の世界帝国主義戦争の前夜に，その国際的相互関係においてどのようなもの
であったかをしめすことにある。」（帝国主義論」（岩波文庫版15ページ）として，このことを，先進
諸国の一部の資本の独占資本への転化ということから始めて，国際的側面の諸範鷲としては資本の輸
出，世界の経済的分割，領土的分割，等々を配することでもって解明していることから，窺い知るこ
とができる。」（15）
　「帝国主義論」は「資本論」のような理論書ではないが，生産の集中・集積におこっている新しい
特徴が，金融資本の成立をもたらすにいたる過程を資本制生産の内的編成の変化としてとらえ，その
国際的展開として，帝国主義世界体制の特徴を明確に，体系的に提示することに成功している。この
レーニンの分析とその論理体系は，マルクスの示した後半体系に依拠することによって成功している
ものと考えられるのである。
　独占の成立と金融資本の出現による金融寡頭支配の体制は，世界経済体制として，植民地領有を外
へむかう国家の重要な存在形態とすることによって，世界の広大な部分を帝国主義の支配する植民地
体制に転化したのである。マルクスがその経済学批判体系の最後にあてた「世界市場と恐慌」に相当
する項目として，帝国主義世界体制のもとにおける植民地体制をめぐる帝国主義諸国間の対立と抗争
があてられることになる。
　このように資本主義諸国が，帝国主義諸国へと発展し，帝国主義世界体制へと発展したことによっ
て，資本主義諸国の共通の利益を担う国際経済秩序は，存在しえなくなったということができる。ま
つイギリスの利益の追求が，国際秩序を支えてきたかつての自由貿易体制は，イギリスにとって，も
はや利益を保障しえないものとなった。換言すれば国際経済秩序の維持が，イギリスに利益をもたら
さなくなってきた。すなわち，イギリスは，ますますイギリス帝国内市場に依拠していくこととなっ
た。このことはその貿易構造と，国際収支構造のなかにみることができる（16）。
　このようにしてイギリスによって形成・維持されてきた自由貿易体制は動揺し，崩壊へとすすみ，
ついに，イギリス自身が保護貿易主義の典型としての特恵関税制度の導入を実現した。自由貿易主義
と表裏の関係にある国際金本位制にもとつく多角決済制度の働きは，各国が保護貿易主義に移行しな
がら植民地領有の拡大に国家的利益の追求の具体的実現をみいだそうとすることによって，阻害され
るようになっていき，国際金本位制の維持を困難にしていった。
　資本主義諸国間の関係は，資本主義的国際分業の形成によって成立してきた世界市場を基盤として
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の商品交換＝国際貿易を発展してきた相互依存の秩序がイギリスを中心として成立していたものか
ら，相互が対立と排除を主要な関係とするものへと変化したのであるが，このことをもたらした動力
の基本は，すでにのべてきた世界経済体制の帝国主義体制としての確立にもとめられよう。
　ところで，この帝国主義世界体制は，第2次世界大戦を経過する過程で，新たな国家関係をつくり
だすことになった。ひとつは，帝国主義諸国のあいだでの，アメリカを中心とする国際協力関係の形
成であり，他方では，植民地体制の動揺によって，新たな民族自決権の行使として実現してきた発展
途上国の成立ということであるる。
　「こうして二っの体制（IMF・GATT体制のこと一引用者）を軸として，アメリカが世界的規
模で強大な影響力をふるったことは周知の通りである。政治的に各国への影響力が強かったことは，
当時国連がアメリカの投票機械であるとさえいわれた事実の中に示されている。アメリカ資本がこの
体制の下で，貿易，資源開発，投資のあらゆる面で活動を拡げたのはもちろんである。さらに平時に
おいてこれほど全世界的に軍事力の展開をおこなった「帝国」はかつてなかったであろう。こうした
意味で，これを「アメリカ体制」と呼んでも決して奇異ではあるまい。」（17）
　ここで用いられている「体制」はIMF・GATT体制といった使用法の場合のもので，通貨体制，
貿易体制というように機能的内容をもった制度や仕組みとして用いられている。したがって世界経済
体制，帝国主義の世界体制といった資本主義の発展段階や経済学批判体系にしたがって，その後半体
系の部分としての世界経済論において対象となる体制とは異るものと理解されなければならない。こ
のような考慮からすれば，アメリカを中心とする国際経済秩序の再編成ととらえることができよう。
そしての国際経済秩序の再編成は，新たな国際通貨体制とGATTによる貿易の自由化を柱として実
現したのであった。
　帝国主義世界体制のもとでの国際経済秩序の再編成が実現したところにこの秩序の特微がある。こ
の実現の基礎となっているのが，新しい国際通貨体制を確立させた国際協力であった。帝国主義世界
体制の特徴は，帝国主義諸国間の矛盾と対立にあったが，1941年の大西洋憲章にみられるような国際
協カへの動きが実現していったのである。国際金本位制崩壊後，新しい原理にもとつく国際通貨体制
が必要となり，各国の通貨協力にもとつく国際的な管理通貨制度が確立されることとなった。このよ
うにみてくると，アメリカの役割があたかもパックス・ブリタニカにおけるイギリスの役割と同様で
あることから，パックス・アメリカーナと呼ばれてもいるわけである。この秩序が成立するにいたっ
たのは，各資本主義諸国の利益や発展が，この秩序の確立とこの秩序の機能を通じて実現しているか
らにほかならない。
　ところで，木下氏は，前掲のような特徴づけをおこない。アメリカ体制という規定をおこなったあ
と，その後の過程をアメリカ体制の解体の過程＝帝国主義の崩壊過程として認識しているのである
が，これには多くの問題があるように思われる。そして，「アメリカ体制」解体過程のなかで，とく
に植民地体制の崩壊に注目され，つぎのようにのべられている。
　rr段階としての帝国主義』論は植民地制度の崩壊後には維持できないといわねばならない。すな
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わち独占資本主義が一段と強化されたにもかかわらず，かれらに独占的暴力的な方法で世界の分割支
配を行うことを許さない諸力が今日の世界には強まっているので，かれらもこれと妥協しながら，
r非独占的，非暴力的，非侵略的行動様式』を採ることを余儀なくされているのである。」（18）
　この植民地体制崩壊にともなう世界体制に対する状況説明については，賛成すべき点も多いのであ
るが，その状況は，体制としての特徴づけに直結させて結論づけるべきもののようには思えないので
ある。そもそも「アメリカ体制」なるものは，帝国主義諸国のアメリカへの協力（国際協力の具体的
形態）関係を基盤にしているがために，アメリカはかっての植民地体制＝各国の植民地領有を解体さ
せることに積極的ですらあったのである。アメリカは，植民地体制崩壊後の支配体制を軍事ブロック
と援助体制によって再構築する構想をすでにトルーマル・ドクトリンのなかで明確にしている。すな
わち，植民地体制の崩壊は，国際経済秩序の維持のためには，様々の問題を提起したし，パックス・
アメリカーナの崩壊と重なって，新たな再編成への課題を提起はしたけれども，帝国主義世界体制の
崩壊に結びつけて理解されるには，その資本主義生産の内的編成に関する理論的考察を経た上で結論
づけられることが必要となっているように思われる（19）。
IV　新植民地主義と新国際経済秩序
　植民地体制が崩壊し，発展途上諸国が成立した。これら諸国は，「第三世界」を形成して，資本主
義諸国の国際経済関係のなかで，独自のグループとなった。この発展途上諸国の成立とともにこうし
た国ぐにの利益やその経済的発展への要求が，新たなナショナリズムとして表現されるようになっ
た。このナショナリズムのあらわれのひとつが資源ナショナリズムであり，新国際経済秩序樹立の要
求として1974年の宣言となって提起されたのである。
　ところで，植民地体制の崩壊ののちに，帝国主義世界体制は，あらたにこの地域をどのような具体
的形態をとって支配することができたのであろうか。換言すれば，かりに，世界経済の発展に，新た
な段階がはじまったとすれば，資本主義の内的編成の変化に対する理論的規定が必要であることにな
るし，またもし，そのような変化がおこっていないとすれば，その帝国主義体制の新しい形態につい
ての考察が課題となってくるであろう。
　このような課題に接近するためには，経済学体系に沿って考察しなければならないし，そうすれば，
世界体制に先だって，まつ国際経済関係に対する考察をしなければならない。そこで，第2次大戦後
においては，再編成された国際経済秩序の特徴がパックス・アメリカーナといわれていることに注目
することとなる（2°）。換言すれば，資本主義諸国の関係が，新たに再編成されてパックス・アメリカー
ナとしてまとめられたのである。ところで，この国際経済秩序は，先進資本主義諸国の対外経済的諸
関係を，これら諸国の国家的利益をこの秩序を通して実現しているところに，この秩序維持への共同
の国家意志が働くことになり，この国際経済秩序はその存立の基盤をもつことになっている。しかし
このことは，各国間に矛盾が存在しないというのではなく，とくにアメリカと各資本主義諸国のあい
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だには，その秩序の性格からみても当初から矛盾が存在していた（例えば「ケインズ案とホワイト
案」）のであり，さらにその後の各国問の不均等発展は，相互の矛盾をより深刻なものにしていった
のであり，IMF体制の崩壊と，その後の通貨制度の改革及び，変動相場制の運用をめぐって，この
間の諸矛盾をますます日常的に表現することとなっている。
　この国際的諸関係の基本構造に，解決のきわめて困難な課題として提起されてきたのが，発展途上
諸国の出現である。これら諸国は，先進資本主義諸国と異った性格の国家であり，しかも，資本主義
世界市揚のなかで，国際分業上の地位からみても異った立場におかれ，その志向する国家意志もまっ
たく異っている（21）。
　パックス・アメリカーナと呼ばれている戦後の国際経済秩序は，このような発展途上国を平等の構
成員，ないしは同等の受益者として包括することは，不可能であった。すなわち，発展途上諸国の利
益やその自立的発展への要求は，先進資本主義諸国のそれと本質的に異っているのであるから，パッ
クス・アメリカーナの構成員ということにはならない。そこで新たにこうした諸国を国際経済秩序に
包括しようとしたところに生成したのが南北問題である。
　ところで，先進資本主義諸国の内的構造において，独占資本主義のいっそうの発展がみとめられる
とすれば，帝国主義の本質における変化をみとめがたいのであり，その対外進出のもつ帝国主義的特
徴もまた否定されるわけにはいかないのであり，植民地的支配政策の放棄は，何ら根拠のないものと
なる。したがって，われわれは，ここに新植民地主義という概念をどうしても理論上必要とすること
になる（22）。
　このように新しい諸要因が作用しあいながら，パックス・アメリカーナ自体は解体過程をすすんで
いくなかで，発展途上諸国も参加する国際経済諸関係が，形成された。そしてこの諸関係のなかで，
最も特徴的なものが，原油価格の大巾値上げを柱とする国際経済関係ということができるし，それを
背景とする新国際経済秩序の樹立宣言であった。この産油諸国のナショナリズムが確立した資源所有
国の主権によって形成された国際経済関係は，一時的ではあったが，既成の国際経済関係とは異った
価値移転を国際関係の上につくりだした。その資源所有国の輸出収入の増加は，地代論からみても充
分に理論的根拠をもつものであり，それら諸国の経済発展のための本源的蓄積として経済学理論の視
点からも重要視すべきものであった（23）。そしてこれら産油諸国の資源ナショナリズムを一般化して，
それをとり入れた，ないしはそれらの諸要求の実現を基本的内容とした新国際経済秩序こそが，発展
途上諸国の共同の支持のもとで，国連総会においてとりあげられ，その樹立がつよくもとめられたの
であった。1980年代は，この「新国際経済秩序樹立のための宣言」が南北間の交渉（包括交渉）を通
じて，現実の秩序づくりに具体化されることになっていたが，実現しないまま現在にいたっている。
　アミン氏は，これを失敗として，つぎのようにのべている。
　「はっきりしていることだが，この戦略（多国籍企業の戦略一引用者）は，地域の権力の役割を最
低限度に，すなわち搾取される労働力を取締る役割に制限している。そのうえ，第三世界を分断する
ことをも目標においていて，塙度成長”のグループピく停滞”の諸国間ギャップをきわだたせるだけ
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ではなく，塙度成長”諸国間での競争をつくりだすことによって，この分断という目的を達成しよう
としている。」（24）
　彼は，発展途上国の民族ブルジョアジーの戦略の失敗としてNIEOの失敗を位置づけ，多国籍企
業の世界戦略のなかで，多国籍企業と手を結んだ民族ブルジョアジーが高度成長を実現しているが，
その実態は，多国籍企業の飛地経済＝自由貿易地域がその国の成長率をおしあげているにすぎないと
みているのである。たしかに事態は，そのように展開しているようにみえる。
　このような多国籍企業と発展途上諸国の民族ブルジョアジーの新たな同盟の形成にその後の特徴を
みるのか，今なおナショナリズムを推進する民族的民主的勢力の結果とその権力の樹立をとおして，
NIEOのさらなる展開への可能性をみるのか，この問題は，第三世界の今後の政権の性格やその役
割の評価が関連してきているように思われる。
　たしかに累積債務問題は，新植民地主義の新たな展開を示している（25）。資源ナショナリズムの高揚
とその国際的力の限界が，オイル・マネーの還流を通じて，新たな金融資本の形成・強化へと転化し
たのであって，この金融資本のまき返しを通して，帝国主義の新たな展開が80年代以降，債務問題と
いう形態となってあらわれてくることとなった。
　さて，こうした状勢の展開のなかで，発展途上国の性格や役割をどのように考えていったらよいの
か。発展途上国の性格は，その権力の性格によって様々にわかれるが，資源ナショナリズムが，国際
的にその力を発揮した70年代においては，共同の目標として新国際経済秩序の樹立をかかげ，産油国
を中心とした新しい国際経済関係を部分的ではあるが，実現したのである。国際経済秩序の歴史のな
かで，先進諸国によって構成された秩序に対抗するという内容をもち，これを改革する役割をはたす
秩序の樹立への第一歩が試みられたということができる。この改革や新秩序の樹立は，既存の先進国
による秩序の原理を否定しているものでもないし，全面的にとってかわるといった性格をもった秩序
ではない。しかし，既存の秩序において，発展途上国を従属させてきた新植民地主義については，新
国際経済秩序の樹立によって，これを制限し，さらには廃止していくことが可能になるということが
できるのではないだろうか（26）。すなわち，新国際経済秩序は，帝国主義を規定していた独占の原理の
作用を規制するという意味において，資本主義の世界経済体制の性格を転換させる働きをもっている
とみることができるのではないだろうか。
　ところで，帝国主義を内部から支える独占の原理，独占そのものが否定されることなく，独占資本
主義のいっそうの発展として確認される産業独占の発展としての多国籍企業，及び他方での銀行の多
国籍化とその集団化と産業独占の融合を通じて明確になってきた金融資本の強大な力の形成をみるに
いたっている。こうした現実をまえにして，独占の原理を規制しうる国際的な現実的基盤をもった勢
力が形成しうるのであろうか。植民地体制の崩壊は，こうしたなかで歴史的意義をもつものとして評
価されうるであろう。
　すなわち，世界史の現実は，発展途上国の出現とその新しい段階を画しているのである。第三世界
を構成しているこれら国家群の権力構造や性格は流動的であるとはいえ，そこでは，帝国主義諸国に
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反対する性格をもつ国として出現したのである。その内部において反帝国主義的諸要素を構成要因と
して包括している国家であるから，これらの諸国が帝国主義に対抗している可能性をもつ国家群とし
て把握することができるのであり，1970年代にそうであったように従来の国際経済秩序と異る国際経
済関係を形成する可能性をもっているのである。
　したがって新国際経済秩序が，失敗に終ってしまったと理解することはできないのであって，自立
へむけての努力はつづけられ，国際経済関係の改革への努力はつづけられ，それが一定の成果をおさ
める方向にむかう可能性は大きい。何故ならば，パックス・アメリカーナの崩壊も一方で確認され帝
国主義の側からの国際経済秩序の再編成も日程にのぼっている（27）。国際経済の再編成期に入った現
在，独占の原理を規制しようとする勢力の存在と強化は，新たな歴史の段階の特微となっている。国
際経済秩序の改革がより明確になってくれば，世界経済体制も新たな段階へと移行することになろ
う。現在の新植民地主義体制において何らかの明確な転換への指標が確認されることになれば，その
ときにおいてはじめて植民地主義と帝国主義の消滅への過程が確認されることになるであろう。
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